
総合事業セミナー資料

大和町における総合事業
の取り組みについて

今こそ地域の支えあいでござる！

大和町保健福祉課 介護保険係
菅野 諭志

～生活支援体制整備事業から介護予防と地域の支えあいへ～
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資料１

大和町町勢要覧

平成30年2月28日現在
人口：28,723人
高齢化率：21.2％
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平成２７年度
介護保険・高齢者福祉事業担当 ２名
地域包括支援センター 直営１ヵ所 職員３名

平成２８年度
介護保険・高齢者福祉事業担当 ３名
地域包括支援センター 直営１ヵ所 職員４名

平成２９年度
介護保険・高齢者福祉事業担当 ２名
地域包括支援センター 直営１ヵ所 職員４名

この体制の中で総合事業を
①どのように捉えて
②どのように考えて
③どのように実施していくか
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※当初 総合事業の開始時期の考え方

介護予防・日常生活支援サービス事業 平成２９年４月

在宅医療・介護連携推進事業 平成３０年４月

認知症総合支援事業 平成３０年４月

生活支援体制整備事業 平成３０年４月

制度をきちんと理解していない。まだ時間があるから大丈夫だろう。
最低限、現行相当のみで移行すればいいのだろう。
その他の事業はまだ猶予期間もある。

介護予防・日常生活支援サービス事業 平成２９年４月

在宅医療・介護連携推進事業 平成２９年４月

認知症総合支援事業 平成２９年４月

生活支援体制整備事業 平成２９年４月

当初の予定を１年前倒し、事業の開始をすべて平成２９年４月とした。
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
21%

2号保険料
29%

【財源構成】

国 39.5%

都道府県
19.75%

市町村
19.75%

1号保険料
21%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・生活支援サービス事業 ①
（要支援1～２、それ以外の者）

○サービス事業（現在の予防給付事業とほぼ同等）
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進 ②

○認知症施策の推進 ③
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○生活支援体制整備事業 ④
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施

【参考】介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成

※ 厚生労働省 介護予防日常生活支援総合事業ガイドラインより抜粋5

平成２９年度の事業実施内容

①介護予防・生活支援サービス事業
→現行相当サービス＋通所Ｃ型（旧２次予防）

②在宅医療・介護連携推進事業
→富谷、黒川郡の協働により連携シートの作成等

③認知症総合支援事業
→認知症地域支援推進員の配置、チーム設置準備

④生活支援体制整備事業
→生活支援コーディネーターの配置・協議体設置準備
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目的 要介護状態にならない 地域で暮らし続ける

対象 要介護予備軍 すべての高齢者

１次予防・２次予防

めざすもの 身体機能の維持 身体機能の維持と社会参加

サービス・活動 通いの場・つどいの場・支え合い活動

必要なこと 運動・体操 自助・互助・生活支援

これまでの介護予防 これからの介護予防
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【生活支援体制整備事業から総合事業を展開するⅠ】

・すべての高齢者が、自助・互助・共助により、地域で暮らし
続けられるようにするためは？

サービスよりも集いの場や支えあいが必要！！

※サービスによる介入が多くなると、これまでの地域やご近
所との繋がりが遮断されることがある。

本人も周りもサービスに頼る、安心することにより、個別
支援が孤立支援に繋がっていることも・・・
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【生活支援体制整備事業から総合事業を展開するⅡ】

①サービスづくり、サービスありきにしない
→サービスを全部揃えることが総合事業ではないため

②地域の資源、ニーズの把握から
→行政は地域の資源、ニーズを把握出来ていないため

③地域で自分らしく暮らし続けるきっかけづくり
→従来の要介護にならない介護予防から、地域で暮らし

続けていく介護予防への考え方へ

④地域への愛着・誇りを持てるように
→地域の良さ、地域活動の再発見により、最期まで地域

で暮らし続けたいと思える地域づくりへ
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大和町民の支えあい活動
を発掘＆発表する1年
―2017年度 町の取り組み―
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・地域の文化・伝統を継承

・住民の交流するつどい場や支え合いに着目
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☆中心メンバー
・大和町保健福祉課

・大和町地域包括支援センター

・大和町社会福祉協議会

☆アドバイザー
・宮城県長寿社会政策課

・有識者（東北福祉大学教授）
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・大和町保健福祉課

介護保険係の事務職員 １名

・大和町地域包括支援センター

社会福祉士 １名

・大和町社会福祉協議会

生活支援コーディネーター １名

それぞれが役割分担をしながら三位一体で取り組む。
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○方向性の意思統一
○有識者からの講話
○出前講座の取り組み共有
○区長説明会の開催の決定
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○行政区長に趣旨説明
○有識者の講話
○生活支援コーディネーターの活動紹介
○出前講座などの取り組み紹介
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•

○支え合いをテーマとした住民研修会を行う
○グループワークで活動を出し合う
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○前回の復習
○グループごとに１つ活動を選出
○その活動に意味づけ
○ミニ発表会
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○事業の進捗、今後の計画と準備確認
○住民発表会で紹介するお宝の決定
○発表会にむけての準備
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○住民自らが地区の活動発表
○コーディネーターが見つけたお宝紹介
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今年度の取り組みが成功したポイント①

★行政・包括・社協の三位一体による取り組み

・共通認識を持ち、３者が繋がる
・生活支援コーディネーターを通して社協への支援
・行政が生活支援コーディネーターの後ろ盾になる
※あくまでも事業の実施主体は市町村
・それぞれの強みを活かし、役割を明確にする

行政は事業全体の計画、地域への仕掛け方の検討、事務
的な黒子役

包括は個別支援での地域とのつながりを活かし、地域と
コーディネーターのつなぎ役

社協はこれまでの地域支援の蓄積と生活支援コーディ
ネーターによる地域資源の発掘役
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今年度の取り組みが成功したポイント②

★共通認識と壁のない議論

・生活支援体制整備事業を開始するにあたり、プロジェ
クト会議で総合事業と生活支援体制整備事業の考え方
を共有。

プロジェクト会議ではみんなが積極的に発言をし、ざっく
ばらんにワイワイガヤガヤと議論する場づくり。

協議体の理想型であったため
１層の協議体（仮）へ昇格
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今年度の取り組みが成功したポイント③

★大和町民のチカラ！！

・私たちが知らないだけで、日ごろ意識していない支えあ
い活動が活発に行われており、みなさん地域への思い
は熱い。

・私たち行政が住民の力を信じること。私たちの想像以
上に住民は大きな力を持っている。

そして、その主体的な住民活動を評価するとさらにその
活動の輝きが増す。そうするとその活動が

地域のお宝になる！！
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大和町では、地域の支えあい活動を大切にしていくた
めに、これからも地域のお宝探しを続けていきます。

ご清聴ありがとうございました。
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